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〔８款〕ゴルフ場利用税交付金                         （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

ゴ ル フ 場 

利 用 税 

交 付 金 

65,000,000 84,182,332 19,182,332 68,962,042 15,220,290 

    29.5%   22.1% 

 

予算現額６５，０００，０００円に対して、収入済額８４，１８２，３３２円で、収入済額は予

算現額に対して、１９，１８２，３３２円（２９．５％）の増加である。また、前年度と比較する

と１５，２２０，２９０円（２２．１％）増加している。 

 

 

〔９款〕環境性能割交付金                           （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

環境性能割

交 付 金 

20,000,000 22,280,138 2,280,138 22,332,001 △51,863 

    11.4%   △0.2% 

 

予算現額２０，０００，０００円に対して、収入済額２２，２８０，１３８円で、収入済額は予

算現額に対して２，２８０，１３８円（１１．４％）の増加である。また、前年度と比較すると５

１，８６３円（０．２％）減少している。 

 

 

〔10 款〕地方特例交付金                            （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地 方 特 例 

交 付 金 

55,529,000 55,529,000 0 61,002,000 △5,473,000 

  0.0%   △9.0% 

新型コロナウ

イルス感染症

対策地方税減

収補てん特別

交 付 金 

85,309,000 85,423,000 114,000 － 85,423,000 

    0.1%   皆増 

合 計 
140,838,000 140,952,000 114,000 61,002,000 79,950,000 

    0.1%   131.1% 

 

予算現額１４０，８３８，０００円に対して、収入済額１４０，９５２，０００円で、収入済額

は予算現額に対して、１１４，０００円（０．１％）の増加である。また、新型コロナウイルス感

染症対策地方税減収補てん特別交付金の新設もあり、前年度と比較すると７９，９５０，０００円

（１３１．１％）増加している。 
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〔11 款〕地方交付税                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地方交付税 
1,916,190,000 1,926,326,000 10,136,000 1,316,977,000 609,349,000 

    0.5%   46.3% 

 

予算現額１，９１６，１９０，０００円に対して、収入済額１，９２６，３２６，０００円で、

収入済額は予算現額に対して、１０，１３６，０００円（０．５％）の増加である。また、前年度

と比較すると６０９，３４９，０００円（４６．３％）増加している。 

 

 

〔12 款〕交通安全対策特別交付金                         （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

交 通 安 全 

対 策 特 別 

交 付 金 

6,800,000 6,719,000 △81,000 7,310,000 △591,000 

    
△1.2%   △8.1% 

 

予算現額６，８００，０００円に対して、収入済額６，７１９，０００円で、収入済額は予算現

額に対して、８１，０００円（１．２％）の減少である。また、前年度と比較すると５９１，００

０円（８．１％）減少している。 

 

 

〔13 款〕分担金及び負担金                            （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

負 担 金 
169,595,000 154,516,493 △15,078,507 167,324,403 △12,807,910 

    △8.9%   △7.7% 

 

予算現額１６９，５９５，０００円に対して、収入済額１５４，５１６，４９３円で、収入済額

は予算現額に対して、１５，０７８，５０７円（８．９％）の減少である。また、前年度と比較す

ると１２，８０７，９１０円（７．７％）減少している。 

 

○収入未済額と不納欠損額                          （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 不納欠損額 収 納 率 

社 会 福 祉 費 負 担 金 1,522,257 1,470,174 52,083 0 96.6% 

児 童 福 祉 費 負 担 金 156,269,530 150,788,830 2,941,850 2,538,850 96.5% 

合        計 157,791,787 152,259,004 2,993,933 2,538,850 96.5% 

 

収入未済額の内訳は、社会福祉費負担金については、老人ホーム入所措置費負担金の滞納繰越分

５２，０８３円（１件）である。また、児童福祉費負担金については、保育所入所児童保護者負担
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金の現年度分２１０，３４０円（１４件）、過年度分１，００４，１７０円（９２件）、学童保育室

保護者負担金の現年度分５１４，５００円（４８件）、過年度分１，１７４，５００円（１３５件）、

保育所入所児副食費保護者負担金３３，８４０円（８件）、過年度分４，５００円（１件）である。 

  また、不納欠損額は滞納繰越分２，５３８，８５０円であり、地方自治法第２３６条の規定によ

る所定の手続きにより、不納欠損処分されている。 

 

〔14 款〕使用料及び手数料                            （単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

使 用 料 
65,338,000 63,696,323 △1,641,677 64,367,790 △671,467 

  △2.5%   △1.0% 

手 数 料 
130,793,000 119,984,500 △10,808,500 117,935,580 2,048,920 

  △8.3%   1.7% 

合 計 
196,131,000 183,680,823 △12,450,177 182,303,370 1,377,453 

  △6.3%   0.8% 

 

予算現額１９６，１３１，０００円に対して、収入済額１８３，６８０，８２３円で、収入済額

は予算現額に対して１２，４５０，１７７円（６．３％）の減少である。また、前年度と比較する

と１，３７７，４５３円（０．８％）増加している。 

 

○収入未済額                                （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

住 宅 使 用 料 11,118,681 10,876,281 242,400 97.8% 

 

収入未済額の内訳は、住宅使用料で市営住宅使用料の現年度分２２０，０００円（１４件）と過

年度分２２，４００円（１件）である。 

 

〔15 款〕国庫支出金                              （単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

国庫負担金 
3,255,644,000 2,772,026,902 △483,617,098 2,448,875,698 323,151,204 

  △14.9%   13.2% 

国庫補助金 
2,725,030,000 1,951,421,120 △773,608,880 7,033,564,329 △5,082,143,209 

  △28.4%   △72.3% 

委 託 金 
12,908,000 17,904,738 4,996,738 17,136,254 768,484 

  38.7%   4.5% 

合 計 
5,993,582,000 4,741,352,760 △1,252,229,240 9,499,576,281 △4,758,223,521 

    △20.9%   △50.1% 
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予算現額５，９９３，５８２，０００円に対して、収入済額４，７４１，３５２，７６０円で、

収入済額は予算現額に対して、１，２５２，２２９，２４０円（２０．９％）の減少である。また、

前年度は特別定額給付金給付事業費補助金が交付されていたこともあり、比較すると４，７５８，

２２３，５２１円（５０．１％）減少している。 

 

○収入未済額                                （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

公共土木施設災害復旧費

国 庫 負 担 金 
348,946,000 110,386,000 238,560,000 31.6% 

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 

国 庫 補 助 金 
38,435,000 35,465,000 2,970,000 92.3% 

土木管理費国庫補助金 3,606,000 250,000 3,356,000 6.9% 

道 路 橋 り ょ う 費 

国 庫 補 助 金 
138,805,000 76,341,000 62,464,000 55.0% 

都市計画費国庫補助金 74,000,000 0 74,000,000 0.0% 

小 学 校 費 国 庫 補 助 金 7,122,500 4,341,500 2,781,000 61.0% 

中 学 校 費 国 庫 補 助 金 128,701,500 3,105,500 125,596,000 2.4% 

合         計 739,616,000 229,889,000 509,727,000 31.1% 

 

  収入未済額の内訳は、公共土木施設災害復旧費国庫負担金の災害復旧工事費負担金２３８，５６

０，０００円、戸籍住民基本台帳費国庫補助金の社会保障・税番号制度システム整備費補助金２，

９７０，０００円、土木管理費国庫補助金の防災・安全社会資本整備交付金３，３５６，０００円、

道路橋りょう費国庫補助金の防災・安全社会資本整備交付金１５，０００，０００円及び都市構造

再編集中支援事業補助金４７，４６４，０００円、都市計画費国庫補助金の都市構造再編集中支援

事業補助金７４，０００，０００円、小学校費国庫補助金の学校保健特別対策事業費補助金２，７

８１，０００円、中学校費国庫補助金の学校施設環境改善交付金１２３，０８３，０００円及び学

校保健特別対策事業費補助金２，５１３，０００円である。 
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〔16 款〕県支出金                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

県 負 担 金 
902,589,000 854,009,059 △48,579,941 845,676,784 8,332,275 

  △5.4%   1.0% 

県 補 助 金 
309,684,000 269,372,251 △40,311,749 344,006,673 △74,634,422 

  △13.0%   △21.7% 

委 託 金 
112,587,000 116,835,462 4,248,462 112,838,435 3,997,027 

  3.8%   3.5% 

合 計 
1,324,860,000 1,240,216,772 △84,643,228 1,302,521,892 △62,305,120 

    △6.4%   △4.8% 

 

予算現額１，３２４，８６０，０００円に対して、収入済額１，２４０，２１６，７７２円で、

収入済額は予算現額に対して、８４，６４３，２２８円（６．４％）の減少である。また、前年度

と比較すると６２，３０５，１２０円（４．８％）減少している。 

 

○収入未済額                                （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

農 業 費 県 補 助 金 21,672,761 21,145,761 527,000 97.6% 

 

  収入未済額の内訳は、情報収集等業務効率化支援事業補助金５２７，０００円である。 

 

 

〔17 款〕財産収入                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

財 産 運 用 

収 入 

5,202,000 4,580,658 △ 621,342 4,897,156 △ 316,498 

  △ 11.9%   △ 6.5% 

財 産 売 払 

収 入 

116,092,000 144,569,977 28,477,977 6,932,114 137,637,863 

  24.5%   1,985.5% 

合 計 
121,294,000 149,150,635 27,856,635 11,829,270 137,321,365 

    23.0%   1,160.9% 

 

予算現額１２１，２９４，０００円に対して、収入済額１４９，１５０，６３５円で、収入済額

は予算現額に対して、２７，８５６，６３５円（２３．０％）の増加である。また、前年度と比較

すると地域福祉基金出捐金返還金等により、１３７，３２１，３６５円（１，１６０．９％）増加

している。 
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〔18 款〕寄附金                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

寄 附 金 
362,565,000 345,516,144 △ 17,048,856 310,997,981 34,518,163 

    △ 4.7%   11.1% 

 

予算現額３６２，５６５，０００円に対して、収入済額３４５，５１６，１４４円で、収入済額

は予算現額に対して、１７，０４８，８５６円（４．７％）の減少である。また、前年度と比較す

ると３４，５１８，１６３円（１１．１％）増加している。 

 

 

〔19 款〕繰入金                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

特 別 会 計 

繰 入 金 

128,477,000 128,476,366 △634 98,580,419 29,895,947 

    △0.0%   30.3% 

基金繰入金 
501,739,000 709,183,655 207,444,655 990,139,043 △280,955,388 

    41.3%   △28.4% 

合 計 
630,216,000 837,660,021 207,444,021 1,088,719,462 △251,059,441 

    32.9%   △23.1% 

 

予算現額６３０，２１６，０００円に対して、収入済額８３７，６６０，０２１円で、収入済額

は予算現額に対して、２０７，４４４，０２１円（３２．９％）の増加である。また、前年度と比

較すると２５１，０５９，４４１円（２３．１％）減少している。 

 

 

〔20 款〕繰越金                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

繰 越 金 
1,730,231,000 1,730,231,208 208 883,145,660 847,085,548 

    0.0%   95.9% 

 

予算現額１，７３０，２３１，０００円に対して、収入済額１，７３０，２３１，２０８円で、

収入済額は予算現額に対して、２０８円（０．０％）の増加である。また、前年度と比較すると８

４７，０８５，５４８円（９５．９％）増加している。 
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〔21 款〕諸収入                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

延滞金、加算

金 及 び 過 料 

9,000,000 7,203,497 △1,796,503 9,188,976 △1,985,479 

  △20.0%   △21.6% 

市 預 金 利 子 
1,000 1,331 331 2,213 △882 

  33.1%   △39.9% 

貸 付 金 

元 利 収 入 

5,500,000 6,000,000 500,000 105,000,000 △99,000,000 

  9.1%   △94.3% 

受 託 事 業 

収 入 

23,542,000 19,822,067 △3,719,933 24,262,752 △4,440,685 

  △15.8%   △18.3% 

雑 入 
359,145,000 391,668,994 32,523,994 328,471,405 63,197,589 

  9.1%   19.2% 

合 計 
397,188,000 424,695,889 27,507,889 466,925,346 △42,229,457 

    6.9%   △9.0% 

 

予算現額３９７，１８８，０００円に対して、収入済額４２４，６９５，８８９円で、収入済額

は予算現額に対して、２７，５０７，８８９円（６．９％）の増加である。前年度と比較すると４

２，２２９，４５７円（９．０％）減少している。 

 

○収入未済額と不納欠損額                            （単位：円） 

区 分 (節） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 不 納 欠 損 額 収 納 率 

過 年 度 収 入 202,242,276 39,787,276 162,455,000 0 19.7% 

雑 入 205,802,478 146,092,665 49,728,989 9,980,824 71.0% 

学校給食費収入 201,898,489 199,922,466 1,976,023 0 99.0% 

合     計 609,943,243 385,802,407 214,160,012 9,980,824 63.3% 

 

収入未済額の内訳は、過年度収入の災害復旧費国・県支出金追加分１６２，４５５，０００円、

雑入の生活保護費返還金４９，５４６，９９２円、重度心身障がい者医療費返還金２４，９５６円、

老人保健第三者納付金１５０，０００円、後期高齢者健康診査返還金７，０４１円、学校給食費収

入の学校給食費徴収金現年度分１，９７６，０２３円である。 

また、不納欠損額は生活保護費返還金９，９８０，８２４円であり、地方自治法第２３６条の規

定による所定の手続きにより、不納欠損処分されている。 
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〔22 款〕市債                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

市 債 
2,400,040,000 1,357,440,000 △1,042,600,000 1,478,998,000 △121,558,000 

    △43.4%   △8.2% 

 

予算現額２，４００，０４０，０００円に対して、収入済額は１，３５７，４４０，０００円で

あり、収入済額は予算現額に対して、１，０４２，６００，０００円（４３．４％）の減少である。

また、前年度と比較すると１２１，５５８，０００円（８．２％）減少している。 

市債の内訳は、道路橋りょう債６８，６００，０００円、河川債８９，０００，０００円、保健

体育債６８，３００，０００円、公共土木施設災害復旧債６０，９００，０００円、臨時財政対策

債１，０７０，６４０，０００円である。 
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５ 歳出  

〔１款〕議会費                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

議 会 費 
176,312,000 173,946,180 2,365,820 173,721,734 224,446 

  98.7%     0.1% 

 

議会運営に関する経常経費であり、予算現額１７６，３１２，０００円に対して、支出済額は１

７３，９４６，１８０円である。また、前年度と比較すると２２４，４４６円（０．１％）増加し

ている。 

 

 

〔２款〕総務費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

総 務 管 理 費 
3,474,520,000 3,354,209,332 120,310,668 8,339,585,840 △4,985,376,508 

 96.5%   △59.8% 

徴 税 費 
331,942,000 315,137,565 16,804,435 310,086,436 5,051,129 

 94.9%   1.6% 

戸 籍 住 民 

基 本 台 帳 費 

196,118,000 171,288,271 21,859,729 147,903,594 23,384,677 

 87.3%   15.8% 

選 挙 費 
32,470,000 30,548,350 1,921,650 14,985,305 15,563,045 

 94.1%   103.9% 

統 計 調 査 費 
2,679,000 1,726,067 952,933 22,021,010 △20,294,943 

 64.4%   △92.2% 

監 査 委 員 費 
8,902,000 8,582,396 319,604 9,628,546 △1,046,150 

 96.4%   △10.9% 

合 計 
4,046,631,000 3,881,491,981 162,169,019 8,844,210,731 △4,962,718,750 

  95.9%     △56.1% 

 

予算現額４，０４６，６３１，０００円に対して、支出済額は３，８８１，４９１，９８１円で

あり、前年度と比較すると４，９６２，７１８，７５０円（５６．１％）減少している。 

支出済額の主なものは、総務管理費のまちづくり寄附金事務（一般管理費）４９９，５６４，５

６６円、財政調整基金管理運用事務（財産管理費）９９０，４４１，５１２円、減債基金管理運用

事務（財産管理費）２９３，３５５，１２１円、情報化推進・ＩＣＴ管理運営事務（電子計算費）

１４３，５９２，６６４円である。 

 翌年度繰越額が２，９７０，０００円（戸籍住民基本台帳費）である。 
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〔３款〕民生費                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

社 会 福 祉 費 
4,782,952,000 4,191,434,706 495,170,294 3,732,595,921 458,838,785 

 87.6%  12.3% 

児 童 福 祉 費 
4,122,268,000 3,758,559,130 363,708,870 3,116,706,651 641,852,479 

 91.2%  20.6% 

生 活 保 護 費 
1,052,004,000 981,851,231 70,152,769 971,327,825 10,523,406 

 93.3%  1.1% 

災 害 救 助 費 
304,000 100,000 204,000 200,000 △100,000 

 32.9%  △50.0% 

合 計 
9,957,528,000 8,931,945,067 929,235,933 7,820,830,397 1,111,114,670 

  89.7%   14.2% 

 

予算現額９，９５７，５２８，０００円に対して、支出済額は８，９３１，９４５，０６７円で

あり、前年度と比較すると１，１１１，１１４，６７０円（１４．２％）増加している。 

支出済額の主なものは、社会福祉費の住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業（社

会福祉総務費）４１７，９００，０００円、障がい福祉サービス等給付事業（障害者福祉費）１，

１３９，３９２，３３４円、重度心身障がい者医療費助成事業（障害者福祉費）１０６，６６７，

８９５円、後期高齢者医療広域連合療養給付費負担事務（老人福祉費）５２７，３６６，３４０円、

児童福祉費の子ども医療費支給事業（児童福祉総務費）１３３，９９９，５４５円、子育て世帯へ

の臨時特別給付金給付事業（児童福祉総務費）７６０，０００，０００円、民間保育園等児童保育

委託事業（児童措置費）５１９，７８７，５００円、子どものための教育・保育給付事業（児童措

置費）３２３，３１８，１３４円、子育てのための施設等利用給付事業（児童措置費）１１５，２

２５，９３５円、児童手当支給事業（児童措置費）７６０，１１０，０００円、児童扶養手当支給

事業（児童措置費）１７３，６７１，４７０円、学童保育室維持管理事業（児童福祉施設費）３１

３，５２８，１５９円、生活保護費の低所得者自立支援事業（扶助費）９０６，０５２，０３６円

である。 

翌年度繰越額が９６，３４７，０００円（社会福祉費）である。 
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〔４款〕衛生費                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

保 健 衛 生 費 
1,247,880,000 897,933,850 65,917,150 561,917,583 336,016,267 

 72.0%  59.8% 

清 掃 費 
982,358,000 971,035,876 11,322,124 982,380,127 △11,344,251 

 98.8%  △1.2% 

合 計 
2,230,238,000 1,868,969,726 77,239,274 1,544,297,710 324,672,016 

  83.8%     21.0% 

 

予算現額２，２３０，２３８，０００円に対して、支出済額は１，８６８，９６９，７２６円であ

る。また、前年度と比較すると３２４，６７２，０１６円（２１．０％）増加している。 

支出済額の主なものは、保健衛生費の予防接種事業（予防費）５１１，９４０，４１３円、清掃

費の一般廃棄物収集運搬処理事業（塵芥処理費）８３５，３７３，７９１円である。 

翌年度繰越額が２８４，０２９，０００円（保健衛生費）である。 

 

 

〔５款〕労働費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

労 働 諸 費 
623,000 434,110 188,890 413,890 20,220 

  69.7%     4.9% 

 

予算現額６２３，０００円に対して、支出済額は４３４，１１０円である。また、前年度と比較

すると２０，２２０円（４．９％）増加している。 

支出済額の主なものは、労働相談事業（労働諸費）９８，８００円である。 

 

 

〔６款〕農林水産業費                             （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

農 業 費 
91,692,000 84,579,929 6,585,071 77,118,925 7,461,004 

 92.2%  9.7% 

林 業 費 
10,333,000 9,869,731 463,269 8,177,733 1,691,998 

 95.5%  20.7% 

合 計 
102,025,000 94,449,660 7,048,340 85,296,658 9,153,002 

  92.6%   10.7% 

 

予算現額１０２，０２５，０００円に対して、支出済額は９４，４４９，６６０円である。また、
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前年度と比較すると９，１５３，００２円（１０．７％）増加している。 

支出済額の主なものは、農業費の農業委員会運営事務（農業委員会費）９，５５５，１７９円で

ある。 

翌年度繰越額が５２７，０００円（農業費）である。 

 

 

〔７款〕商工費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

商 工 費 
253,992,000 221,421,766 32,570,234 436,265,627 △214,843,861 

  87.2%     △49.2% 

 

予算現額２５３，９９２，０００円に対して、支出済額は２２１，４２１，７６６円である。ま

た、前年度と比較すると２１４，８４３，８６１円（４９．２％）減少している。 

支出済額の主なものは、小規模事業者等支援事業（商工総務費）９３，３１４，５０４円、巾着

田維持管理事業（観光費）３１，７８０，２２３円である。 

 

 

〔８款〕土木費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

土 木 管 理 費 
214,473,000 201,003,797 6,757,203 201,308,749 △304,952 

 93.7%  △0.2% 

道 路 

橋 り ょ う 費 

566,572,000 418,608,658 23,303,342 502,995,874 △84,387,216 

 73.9%  △16.8% 

河 川 費 
126,059,000 100,832,700 25,226,300 74,389,900 26,442,800 

 80.0%  35.5% 

都 市 計 画 費 
558,800,000 394,299,613 6,107,387 657,451,049 △263,151,436 

 70.6%  △40.0% 

住 宅 費 
10,066,000 8,882,605 1,183,395 17,045,496 △8,162,891 

 88.2%  △47.9% 

合 計 
1,475,970,000 1,123,627,373 62,577,627 1,453,191,068 △329,563,695 

  76.1%   △22.7% 

 

予算現額１，４７５，９７０，０００円に対して、支出済額は１，１２３，６２７，３７３円で

あり、前年度と比較すると３２９，５６３，６９５円（２２．７％）減少している。 

支出済額の主なものは、道路橋りょう費の道路等維持・補修事業（道路維持費）２０４，２３４，

５０９円、幹線道路等舗装補修事業（道路維持費）６１，７１７，７００円、高麗川駅東地区整備

事業（道路新設改良費）７７，７５８，４４０円、河川費の河川・水路整備事業（河川改良費）９
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９，５４６，７００円、都市計画費の都市公園等維持管理事業（公園費）７１，１１１，９７９円

である。 

翌年度繰越額が６，７１２，０００円（土木管理費）、１２４，６６０，０００円（道路橋りょ

う費）、１５８，３９３，０００円（都市計画費）である。 

 

 

〔９款〕消防費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

消 防 費 
816,729,000 804,591,846 12,137,154 830,313,251 △25,721,405 

  98.5%     △3.1% 

 

埼玉西部消防組合への負担金や消防団に関する経費が主なものであり、予算現額８１６，７２９，

０００円に対して、支出済額は８０４，５９１，８４６円である。また、前年度と比較すると２５，

７２１，４０５円（３．１％）減少している。 

 

 

〔10 款〕教育費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

教 育 総 務 費 
 515,500,000 492,706,990 22,793,010 491,074,707 1,632,283 

 95.6%  0.3% 

小 学 校 費 
205,662,000 184,981,908 15,116,092 479,106,396 △294,124,488 

 89.9%  △61.4% 

中 学 校 費 
605,844,000 146,803,828 12,538,172 314,333,612 △167,529,784 

 24.2%  △53.3% 

社 会 教 育 費 
878,194,000 362,036,610 18,957,390 371,040,853 △9,004,243 

 41.2%  △2.4% 

保 健 体 育 費 
850,611,000 647,026,236 54,196,764 458,602,396 188,423,840 

 76.1%  41.1% 

合 計 
3,055,811,000 1,833,555,572 123,601,428 2,114,157,964 △280,602,392 

  60.0%     △13.3% 

 

予算現額３，０５５，８１１，０００円に対して、支出済額は１，８３３，５５５，５７２円で

あり、前年度と比較すると２８０，６０２，３９２円（１３．３％）減少している。 

支出済額の主なものは、教育総務費の教育の情報化事業（事務局費）７９，３８２，４７７円、

小学校費の小学校維持管理事業（学校管理費）１１４，６２１，６７９円、中学校費の中学校維持

管理事業（学校管理費）７８，０１７，３７７円、社会教育費の図書館運営事務（図書館費）８２，

５９８，３７８円、保健体育費の学校給食運営事業（学校給食費）１５５，０５１，１１０円、学
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校給食費管理事業（学校給食費）１９８，４６３，４６３円、市民プール維持管理事業（体育施設

費）９０，１３０，３５０円である。 

翌年度繰越額が５，５６４，０００円（小学校費）、４４６，５０２，０００円（中学校費）、

４９７，２００，０００円（社会教育費）、１４９，３８８，０００円（保健体育費）である。 

 

 

〔11 款〕災害復旧費                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 共 土 木 

施 設 災 害 

復 旧 費 

957,915,000 227,942,600 25,600,000 54,226,146 173,716,454 

  23.8%     320.4% 

 

予算現額９５７，９１５，０００円に対して、支出済額は２２７，９４２，６００円であり、前

年度と比較すると１７３，７１６，４５４円（３２０．４％）増加している。 

支出済額の内訳は、災害復旧事業（公共土木施設災害復旧費）２２７，９４２，６００円である。 

翌年度繰越額が繰越明許費４６０，８１４，０００円（公共土木施設災害復旧費）、事故繰越し

２４３，５５８，４００円（公共土木施設災害復旧費）である。 

 

 

〔12 款〕公債費                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 債 費 
1,532,297,000 1,522,361,179 9,935,821 1,437,241,704 85,119,475 

  99.4%     5.9% 

 

予算現額１，５３２，２９７，０００円に対して、支出済額は１，５２２，３６１，１７９円で

あり、前年度と比較すると８５，１１９，４７５円（５．９％）増加している。 

支出済額の内訳は、市債元金償還事務（元金）１，４７９，５９９，３５０円、市債利子支払事

務（利子）４２，７６１，８２９円である。 

 

 

〔13 款〕諸支出金                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 営 企 業 費 
180,484,000 180,484,000 0 161,375,000 19,109,000 

  100.0%     11.8% 

 

予算現額１８０，４８４，０００円に対して、支出済額は１８０，４８４，０００円であり、前

年度と比較すると１９，１０９，０００円（１１．８％）増加している。 

支出済額の内訳は、下水道事業会計助成事務（公営企業費）１８０，４８４，０００円である。 
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〔14 款〕予備費                                 （単位：円） 

区 分 当初予算額 補正予算額 充用額・率 予 算 現 額 前年度充用額 増 減 額 ・ 率 

予 備 費 
50,000,000 0 34,146,000 15,854,000 26,023,000 8,123,000 

    68.3%     31.2% 

 

歳出決算事項別明細書のとおり、各科目に充当されている。 

 

 

 


